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1. 組織の概要

(1) 名称及び代表者名

九州白水株式会社

工場長: 日吉幸ニ

(2) 所在地

本社工場　福岡県飯塚市横田669

(3) 環境管理責任者及び担当者指名並びに連絡先

環境管理責任者：技術部 部長 吉柳 大三郎 TEL： 0948-23-0484 Mail： kiryu.daizaburo@hakusuitech.com

環境管理担当者：製造部 部長 山辺 大吾 TEL： 同上 Mail： yamabe.daigo@hakusuitech.com

(4) 事業内容

無機顔料製造業

主要製品： 酸化亜鉛･亜鉛末およびそれらの加工品

(5) 事業規模

生産量(主要製品合計)

従業員数: 人(2022/12月末時点)

内訳: 事務所15名, 現場作業者29名

延床面積: ㎡

(6) 事業年度: 1月～12月

2. 取り組みの対象組織･活動

(1) 対象事業者: 全社, 全活動

(2) 対象事業所: 本社および工場

(3) 対象外事業所: 無し

(4) 対象事業活動: 酸化亜鉛･亜鉛末およびそれらの加工品の製造, 販売
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3. 環境経営方針

基本理念

九州白水株式会社は、地球環境の改善を、事業活動の重要な課題と位置づけ、

環境への負荷低減に積極的に取り組みます。

そのため、環境経営システムを構築・運用することにより、継続的かつ着実に

環境保全活動を行い、次世代に承継できる環境の実現を目指します。

行動指針

以下の行動指針に基づき、環境目標及び活動計画を定め、定期的な見直しを行い、

継続性のある活動を展開します。

１．環境負荷物質であり「二酸化炭素」の排出を削減します。

省エネルギーを推進し、エネルギー原単位を低減します。

２．工場から排出される「廃棄物」を削減します。

３．工場で使用する「水（上水、工業用水）使用量」を削減します。

４．工場で使用する「化学物質」の適正使用と管理に努めます。

  工場で製造する製品の「環境負荷物質含有」の把握と管理に努めます。

５．リサイクル原料を積極的に使用します。

６．環境関連法規・条例等を遵守します。

７．この環境方針を従業員全員に周知するとともに、教育・訓練を行い、

　　環境保全に向けた意識の向上に努めます。

８．この環境方針は、広く一般に公表します。

上記1.2.3は前年値実績値より、1％削減を目標値とします。

制定:

九州白水株式会社

工場長

日吉 幸二

2023/1/9
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4. 当年および中期環境経営目標

基準データ

2017年度 2020年度 2021年度 2022年度

1. 二酸化炭素排出量の削減 13,310,438 - - -

　原単位 1%削減 831 814 806 798

667 654 647 641

1.34 1.31 1.30 -

1.03 1.01 1.00 -

5117.6

(2019年度)
5,015 4,965 4,915

184

(2018年度)
181 179 177

2. 廃棄物排出量の削減 18,700 18,326 18,139 17,958

　一般廃棄物= 総量1%削減

　金属･煉瓦屑= 原単位1%削減
28.5 28.0 27.7 27.4

3. 水使用量の削減 8,645 8,473 8,388 8,304

　上水= 総量1%削減

　工業用水= 原単位1%削減
1.30 1.28 1.27 1.25

4. 化学物質使用量の削減

　適正処方把握
1.52 1.52 1.52 1.50

　製品含有環境負荷物質の管理

（顧客への逸脱品出荷防止）
顧客指摘回数：0件 - - 顧客指摘回数：0件

5. コピー用紙購入量の削減 165 162 160 158

※電力のkg-CO2排出係数は, 2016年度の調製後排出係数(九州電力 0.483kg-CO2/kWh)を使用.

※LPGは原単位管理から総量管理へ変更(今年度より)

※軽油・灯油は使用量が少なく、よって維持管理としたため目標値を削除した。

※分母工場管理値使用

原単位 kg-CO2/t

目標設定項目 単位
目標

総排出量 kg-CO2

電力使用量原単位 kWh/t

軽油使用量原単位 L/t

灯油使用量原単位 L/t

LPG使用量原単位 ㎥

A重油使用量原単位 L/t

一般廃棄物 kg

金属･煉瓦屑原単位 kg/t

上水 ㎥

工業用水原単位 ㎥/t

※製品含有環境負荷物質と管理とは、弊社製造品である「各種酸化亜鉛」、「各種亜鉛末」ともに亜鉛原料由来により環境負荷物質である

   「Cd（CdO）、Pb（PbO）」含有は明確に存在するため、JIS規格値、各々顧客との仕様書(規格値)に適合しているのかの

　社内で分析を行い管理（合否判断）を実施。

　この取り組みは、弊社に於ける環境負荷物質の把握及び管理と顧客への環境負荷物質逸脱品の出荷防止である。

直鎖アルキルベンゼンスル

ホン酸含有薬剤 原単位
kg/t

「各種酸化亜鉛」

「各種亜鉛末」

JIS規格値、各々顧

客との仕様書(規格

値)

コピー用紙 束(1束500枚)
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5. 当年度の主要な環境経営計画

(1)二酸化炭素総排出量の1％削減

環境目標 活動項目

電力使用量の削減 1 不要な照明の消灯

2 長時間席を離れるとき、パソコンの画面OFF

3 コンプレッサー/エアー漏れチェック

4 高効率蛍光灯の導入

軽油使用量の削減 1 省エネドライブの励行

2 アイドリングストップの励行

3 化石燃料から電気自動車の導入による環境負荷の低減（2022年9月迄 4台導入。）

灯油使用量の削減 1 暖房温度の適切管理

2 溶解する際は、2回以上実施する。

LPG使用量の削減 1 作業浴場の適切な温度管理

2 燃焼効率確認のためのメンテ(年1度)

重油使用量の削減 1 各炉における原単位の削減

2 溶解炉の高効率炉使用

3 設備の定期点検と予防保全の実施をしている

4 亜鉛釜の浴温の適正な温度管理

(2)廃棄物総排出量の1％削減

環境目標 活動項目

パレット木材の削減 1 破損パレットの修繕

2 顧客からのパレットの返却

廃プラの削減 1 フレコンのリサイクルによる使用

金属･煉瓦屑の削減 1 適切な管理を実施する。

(3)上水、工業用水排出量の1％削減

環境目標 活動項目

節水活動 1 節水活動（水を適量使用する。）

2 誘導炉（低周波）水冷式インバータ適切、流量

3 ステッカー等の貼り付けによる社員への節水の意識付け

(4)化学物質の削減

環境目標 活動項目

化学物質の削減 1 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸およびその塩の使用量管理。

(環境負荷物質の管理） 2 SDSを取り寄せ使用上の注意事項を守る

3 環境負荷物質(Pb,Cdのみ)含有を各顧客仕様値ｸﾘｱｰ及びJIS規格値以内の納入

(5)コピー用紙購入量の削減

環境目標 活動項目

コピー用紙購入量の削減 1 コピー用紙の裏紙使用の実施

2 ペーパーレス会議の実践 (印刷物削減)

(6)環境活動の展開

環境目標 活動項目

環境教育 ［環境教育の実施］ 1 年2回以上の教育訓練実施
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6. 環境経営計画の実施体制

区分 部署(現時点) 役割･責任･権限･使命

経営に於ける課題とチャンスの明確化

環境方針の設定

運用資源の準備

実施体制の構築

全体の統括

EMS全体の把握

教育･訓練の実施

代表者に対し, EMS運用状況の報告

顧客との環境負荷値（Cd,Pb）仕様の取り交し

EA21文書及び記録の維持･管理

環境レポート等の作成

製造部 環境負荷データの収集･整理

総務部

EA21の取り組みに必要な情報の提供, 

環境上の緊急事態への対応･準備

製造部 EA21の取り組みの実施.

EA21の取り組みの実施.

環境負荷物質「Cd、Pb」の日常管理の実施。

技術部 EA21の取り組みの実施.

活動計画や実施状況の共有.

EMS運用上必要な措置の実行管理

構成員全員 是正･予防の提起

組織図

代表者

│

環境管理責任者

│

安全衛生委員会 ────┼──── EA21事務局

│ │

│ EA21推進委員

│

┌─────────┼─────────┬─────────┐

総務部 製造部 技術部 品質保証部

代表者 工場長

EA21事務局 技術部

EA21推進委員

各職場責任者

総務部

安全衛生委員会 各部

環境管理責任者 技術部

品質保証部
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7. 環境経営目標及び環境経営計画の実績･取組結果とその評価
　  並びに次年度の環境経営目標及び環境経営計画

環境経営目標に対する実績

基準データ 2022年度 2022年度 達成率

2017年度 目標 実績 (%)

1. 二酸化炭素排出量の削減 13,310,438 - 12,738,693

　原単位 1%削減 831 798 793

2. 廃棄物排出量の削減 18,700 17,958 8,500 226%
　一般廃棄物= 総量1%削減

　金属･煉瓦屑= 原単位1%削減

3. 水使用量の削減 8,645 8,304 7,808 106%
　上水= 総量1%削減

　工業用水= 原単位1%削減

4. 化学物質使用量の削減

　適正処方把握

　製品含有環境負荷物質の管理

（顧客への逸脱品出荷防止）
顧客指摘回数：0件 - - 顧客指摘回数：0件

5. コピー用紙購入量の削減 165 158 155 102%
※電力のkg-CO2排出係数は, 2017年度の調製後排出係数(九州電力 0.483kg-CO2/kWh)を使用.
※達成率は, 削減目標値÷実績値で表した.
※軽油・灯油は使用量が少なく、よって維持管理としたため目標値を削除した。
※分母工場管理値使用

環境経営計画の取組結果と評価

　1.二酸化炭素総排出量の1％削減
　　目標達成0.7％となった。大分類で「削減：A重油、灯油、軽油」。「増加：LPG」。「昨年同様値：電力」である。増減理由などの詳細は下記に記載。
　 スコープ１（化石燃料/A重油）
　　目標達成1.2％となった。背景は生産量が約3％増加して、コロナ前の生産水準に戻りつつある。
　　生産量と原単位には比例関係があり。今年度はこの生産量が増加したことで削減が達成できた。但し、生産量が減ると削減は厳しくなるのが現状。
　　省エネ効果として、「各種重油の生産炉」に於いて、品質向上/生産安定化の維持を保ち、「原単位の改善」したことが挙げられる。
    他には「適正な原料仕込み」を実施して、過剰分の原料削減によりA重油の使用を削減した。今後、これらを維持継続可能なのかモニタリングを実施する。
　　今後の課題は、継続した削減を実施するには、更なる改善が必要である。よって、データ分析を行った結果、「ある部分の工程」が原単位を悪化している。
　　社内スタッフに教育訓練などを実施して改善が出来るのか協議を実施する予定。
　 スコープ１（化石燃料/LPG）
　　目標は未達である。主消費先は、「浴槽湯」と「限定した商品」の燃料に使用している。他は「暖房」と「耐火物の乾燥」などあるが、使用量は少量である。
　　増加した要因は、「限定した商品」の生産が通常1回/年であるが、2022年度は2回/年生産を実施したことで増加した。この部分で全体の消費率は約37％を占める。
　　今後、この商品の出荷量の増減により、LPG使用量の変動も左右されるので「適正に管理」する必要がある。
　　本来の目標、主に使用している浴槽の消費削減である。2022年度の使用割合は約63％であり、昨年対比では約17％削減出来た事は効果的と思われる。
　　要因は、教育訓練で実施した「浴槽温度の適正化」と「節水シャワーヘッド交換」などの効果と考えられる。今後も維持及び継続が可能かモニタリングが必要。
　 スコープ１（化石燃料/軽油）
　　目標設定を今年度から外した。軽油の消費先は「ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ」のみある。現在、EV化を進めてい最中で2022年度は4台導入した。昨年対比量は約20％削減。
　　工場内保有のﾌｫｰｸﾘﾌﾄEV化割合は約5割強であり、数年内には全ﾌｫｰｸﾘﾌﾄをEV化する予定である。この結果、近々には軽油自体が無くなる予定だが、
　  比例して電気使用量は増加する傾向となる。工場全体から考えると、総排出量の二酸化炭素の削減には貢献すると考える次第である。
　 スコープ２（電力）
　　目標は未達であり昨年比同様値である。今期は大きなトラブルもなく順調に生産は出来たのだが、削減は出来ていない。
　　電力に関して悪い要素として、今後は、化石（軽油）燃料を使用するﾌｫｰｸﾘﾌﾄの電気化を進めているため、電力悪化（増加）は避けられない傾向。
   ＜この件は自動車業界も同様、化石燃料からEVへ移行しているが、化石燃料は減るが電気は増加傾向であり、苦肉である。＞
    よって、設備の大幅な見直しをしない限り、電力の改善は難しいと考えられる。
　　現状、電力に関しては削減アイテムが乏しく手薄の状態であるのは事実である。だが、傍観しても改善（削減）にはならない、よって、工場内に残っている
　　極わずか割合の部分である蛍光灯のLED化の切替、LEDであるが消し忘れが多い場所を明確にしてplus α(自動センサー)などの節電の徹底を実施する
　  予定であるが、大きな改善には繋がらないと思える。
　2.廃棄物総排出量の1％削減
　　一般廃棄物の達成は, 分別廃棄等の徹底によるものと思われる. 今後も継続する。
　　金属･煉瓦屑も前年比対比では達成している。だが、過去5年の排出単位は25±4%であり、この結果を考慮するとバラツキの範囲内と考えられる。
　　今後も一般廃棄物の削減は可能であるが、金属･煉瓦屑は「使用する原料に由来」と「生産量に影響」するため、年毎の削減を出すのは大きな課題である。
　　よって、排出把握と適正量なのか数字の把握及び管理が重要と思われる。

　3.上水、工業用水排出量の1％削減

　　上水及び工業用水ともに達成。上水達成要因は、昨年6月に一部のラインを上水から工業用水に切替えを実施した。その効果は、年間換算で約15％削減

　　が可能となり、前年対比106％となった。この結果は2022年の半期分であるため年間を考慮すれば、来期も削減可能と思われる。

　4.化学物質の削減
　　化学物質使用量は適正に管理されている. 処方量は、 原料の品質により変動する. 減っている分も問題ないと判断している。SDSも適切に収集･管理されている。
　　製品含有環境負荷物質の管理は、今年度から新たに追加した項目である。製品中の「Cd（CdO）、Pb（PbO）」がJIS規格及び顧客と交わした仕様書値
　　の閾値に適合しているか社内で分析を実施後に合否判定を行う。
　　目的は顧客への「環境負荷物質の逸脱品を出荷防止」である。また、今年度、顧客から指摘は無かった。
　5.コピー用紙購入量の削減
　　目標達成であるが、勉強会等が感染対策等で減った影響と思われる、引き続きペーパーレスを推進する。

次年度の環境経営目標及び環境経営計画
　上述の検討課題を各々フォローする. 重油原単位の改善は, 重点課題としてフォローする.

　その他未達項目の改善も継続して推進する.

　　上水の主用途は、浴槽が挙げられる。ここのメータでは前年比約30％削減が出来ている。社員に教育訓を実施して効果と考えられる。

　　工場用水の主使用先は冷却水に使用している。これも目標達成(108％達成)してる。

「各種酸化亜鉛」「各

種亜鉛末」

JIS規格値、各々顧客

との仕様書(規格値)

4,915
5117.6

(2019年度)

A重油使用量原単位 L/t
184

(2018年度)

金属･煉瓦屑原単位 kg/t 28.5

コピー用紙 束(1束500枚)

直鎖アルキルベンゼンスルホン

酸含有薬剤 原単位
kg/t

177

0.82

175

-

27.4

101%

1.25

1.45

1.16

21.4

642

6,251

電力使用量原単位 kWh/t 667 641

軽油使用量原単位 L/t 1.34 -

目標設定項目 単位

総排出量 kg-CO2

原単位 kg-CO2/t

灯油使用量原単位 L/t 1.03

一般廃棄物 kg

LPG使用量原単位 ㎥

1.52 1.50

上水 ㎥

工業用水原単位 ㎥/t 1.30

100%

103%

108%

128%

1.06

101%

79%

-

-
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8. 環境関連法規などの遵守状況の確認及び評価の結果, 

　 並びに違反, 訴訟などの有無

当社が遵守しなければならない主な環境関連法規等は次の通りです。

　環境関連法規などの一覧, それらの遵守状況を確認した結果, 環境関連法規への

違反はありませんでした. 尚, 関係当局よりの違反の指摘, 利害関係者からの訴訟等

もありませんでした.

9. 代表者による全体の評価と見直し･指示

　今年度は感染症拡大の影響で生産量が減少し, 設備稼働率も低下した為,

連続稼働が原則の生産設備等で原単位悪化となった. 一方で品質確保と

原単位向上の確立が叶い, 一部の設備で原単位が向上した. 引き続き

改善手法の検証と水平展開を進めていく.

　運用開始から2年が経ったが, 管理方法としては改善の余地が未だ多い.

引き続き運用体制をブラッシュアップしていく.

今年度は、生産量もコロナ前の水準に戻り、環境経営目標の各項目について

も概ね順調に目標値をクリアすることが出来た。

引き続き、削減目標が達成できる様に、各項目について改善を図っていきた

い。

システムの運用についても、ブラッシュアップを図っていく。

〇廃棄物処理法 〇大気汚染防止法 〇水質汚濁防止法 〇浄化槽法 〇悪臭防止法

〇騒音規制法 〇消防法 〇振動規制法 〇PRTR法 〇土壌汚染対策法

〇化学物質の審査及び製造等の規則に関する法律(化審法) 〇省エネ法
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